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議案第６号  

教育職員手当等支給規則等中改正について 

教育職員手当等支給規則等の一部を改正する規則を次のように定める。 

  令和６年３月７日 

                      横須賀市教育委員会 

                       教育長 新  倉    聡  

教育職員手当等支給規則等の一部を改正する規則 

（教育職員手当等支給規則の一部改正） 

第１条 教育職員手当等支給規則（昭和34年横須賀市教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

 第２号様式中「学校長名 印」を「学校長名  」に改める。 

（横須賀市教育委員会公告式規則の一部改正） 

第２条 横須賀市教育委員会公告式規則（昭和27年横須賀市教育委員会規則第

１号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項中「年月日」を「公表の年月日」に、「記入し、その印を押

さなければならない」を「記入しなければならない」に改める。 

（横須賀市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一部改正） 

第３条 横須賀市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則（平成12年横須

賀市教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式から第３号様式までの規定中「学校長 印」を「学校長  」

に改める。 

 第５号様式（表）中「小学校長 印」を「小学校長  」に改める。 

 第６号様式（表）中「中学校長 印」を「中学校長  」に改める。 

 第７号様式（表）、第８号様式及び第９号様式から第13号様式までの規定

中「学校長 印」を「学校長  」に改める。 

 第 16号様式中「担任       印」を「担任        」に改め

る。 

第19号様式から第23号様式（表）までの規定中「学校長 印」を「学校長 

  」に改める。 

（横須賀市立横須賀総合高等学校の管理運営に関する規則の一部改正） 

第４条 横須賀市立横須賀総合高等学校の管理運営に関する規則（平成12年横

須賀市教育委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式から第３号様式までの規定中「横須賀市立横須賀総合高等学校

長 印」を「横須賀市立横須賀総合高等学校長  」に改める。 
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 第５号様式中「校長       印」を「校長        」に改

める。 

 第６号様式（表）、第７号様式から第11号様式までの規定及び第19号様式

から第 23号様式（表）までの規定中「横須賀市立横須賀総合高等学校長□ 

印」を「横須賀市立横須賀総合高等学校長  」に改める。 

（横須賀市立幼稚園の管理運営に関する規則の一部改正） 

第５条 横須賀市立幼稚園の管理運営に関する規則（平成12年横須賀市教育委

員会規則第11号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式から第３号様式までの規定、第５号様式、第６号様式（表）、

第７号様式から第10号様式までの規定及び第14号様式から第18号様式（表）

までの規定中「幼稚園長 印」を「幼稚園長  」に改める。 

（横須賀市立看護専門学校の管理運営に関する規則の一部改正） 

第６条 横須賀市立看護専門学校の管理運営に関する規則（平成15年横須賀市

教育委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。 

 第１号様式から第４号様式までの規定及び第５号様式から第８号様式まで

の規定中「横須賀市立看護専門学校長  印」を「横須賀市立看護専門学校

長  」に改める。 

   附  則  

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 市立学校から教育委員会宛てに提出する文書について、学校長印等の押印不

要とするため。 
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(産業教育手当の届出) 

第 10条  教育職員に新たに産業教育手当の支給を受けるべき理由の生じたと 

き、又は既に産業教育手当の支給を受けている教育職員について第3条各号 

の時間数に変更を生じたとき、若しくは第 7条各号の理由により産業教育手 

当の支給に関して変更を生じたときは、校長は、直ちに産業教育手当支給対 

象者支給変更報告書(第2号様式)を教育委員会に提出しなければならない。 

 

教育職員手当等支給規則  
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第 4条  規則を除くほか、教育委員会の定める規程その他で公表を要するもの 

は、公表の旨の前文、年月日及び教育委員会の教育長名を記入し、その印を 

押さなければならない。 

2 前 2条の規定は、前項の規定その他に準用する。 

 

公表の 

横須賀市教育委員会公告式規則  
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(休業日) 

第 3条  施行規則第61条第3号 (施行規則第79条において準用する場合を含む。) 

の規定により教育委員会が定める休業日は、次のとおりとする。 

(1) 市制施行記念日 

(2) 学年始休業日 4月 1日から4月6日まで 

(3) 夏季休業日 7月 21日から8月 27日まで 

(4) 冬季休業日 12月 26日から翌年1月6日まで 

(5) 学年末休業日 3月 26日から3月 31日まで 

(6) その他校長が必要と認めた日。ただし、実施日の20日前までに休業日申 

請書(第 1号様式)を提出し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、教育上必要があるときは、校長は前年度に授業 

日変更申請書(第1号様式の2)を提出し、教育委員会の承認を受けて、全部又 

は一部の学年について同項第2号から第5号までに規定する休業日の一部を授 

業日とすることができる。 

3 前 2項の規定にかかわらず、教育上特に必要があると認めるときは、教育長 

は、第1項第 2号から第 5号までに規定する休業日の期間を変更することがで 

きる。 

 

(振替授業) 

第 4条  校長は、運動会、文化祭その他の年間行事計画に基づく恒常的行事の 

実施のため、休業日に授業を行い、又は授業日に休業することができる。 

2 校長は、前項の恒常的行事以外に休業日に授業を行い、又は授業日に休業 

しようとするときは、実施日の7日前までに振替授業届出書(第2号様式)によ 

り教育委員会に届け出なければならない。 

 

(臨時休業) 

第 5条  校長は、施行規則第63条 (施行規則第79条で準用する場合を含む。)に 

規定する臨時休業を行ったときは、直ちに臨時休業報告書(第3号様式)によ 

り教育委員会に報告しなければならない。 

2 校長は、学校保健安全法施行規則 (昭和 33年文部省令第18号 )第 18条に規定 

する感染症(以下この条において「感染症」という。)による児童生徒(学校 

教育法(昭和22年法律第26号。以下「法」という。)第18条に規定する学齢児 

童又は学齢生徒をいう。以下同じ。 )の欠席者数及びり患状況を勘案して学 

校保健安全法(昭和33年法律第56号 )第 20条に規定する臨時休業を行うことが 

横須賀市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則  
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できる。 

3 校長は、前項の臨時休業を行うときは、事前に教育委員会に連絡するとと 

もに、第1項の報告をしなければならない。 

4 教育委員会は、地域における感染症のまん延状況により必要と認めたとき 

は、第2項の規定にかかわらず、学校保健安全法第 20条に規定する臨時休業 

を行うことができる。 

 

(教育課程の編成) 

第 7条  校長は、新年度において実施する学校の教育課程を、施行規則第 52条 

又は第74条に規定する基準により編成し、学年開始後、4月末までに教育課 

程編成報告書(小学校用)(第 5号様式)又は教育課程編成報告書(中学校用)(第 

6号様式)により教育委員会に報告しなければならない。 

 

(校外行事等) 

第 8条  校長は、遠足、修学旅行、キャンプその他の校外行事については、教 

育委員会が別に定める基準により計画するものとする。 

2 校外行事及び校内行事の承認又は届出の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 宿泊を伴う校外行事及び校内行事は、実施日の20日前までに校外(内)行 

事 実 施 承 認 願 ・ 届 出書 (第 7号 様 式 )に より 教 育 委 員 会 の 承 認を 受 け る こ 

と。 

(2) 宿泊を伴わない校外行事は、実施日の7日前までに第7号様式により教育 

委員会に届け出ること。 

(3) 児童生徒の保護者から経費を徴収しない校外行事及び宿泊を伴わない校 

内行事は、承認又は届出の必要はない。 

3 校長は、教育委員会が別に定める基準により難い校外行事及び校内行事の 

ときは、実施について事前に教育委員会と協議を行わなければならない。 

4 校長は、修学旅行又はキャンプの目的地を新規に計画するときは、修学旅 

行については実施日の6箇月前、キャンプについては実施日の2箇月前で、目 

的地を決定する以前に新規計画書を教育委員会に提出しなければならない。 

5 対外運動競技を行う地域の範囲は、原則として小学校は市内、中学校は県 

内とし、この場合は承認又は届出の必要はない。 

6 前項の規定により難い対外運動競技の承認又は届出の取扱いは、次のとお 

りとする。 

(1) 市外で行われる小学校の対外運動競技は、実施日の7日前までに第7号様 
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式により教育委員会に届け出ること。 

(2) 県外又は宿泊を伴う中学校の対外運動競技は、実施日の7日前までに第7 

号様式により教育委員会の承認を受けること。 

 

(性行不良による出席停止) 

第 9条  校長は、法第 35条第 1項に掲げる行為の一又は二以上を繰り返し行う 

等性行不良であって他の児童生徒の教育に妨げがあると認める児童生徒の保 

護者に対し、同項(法第 49条において準用する場合を含む。)の規定により当 

該児童生徒の出席停止を命ずる必要があると認めるときは、出席停止に関す 

る意見書(第8号様式)により、教育委員会に対し意見を述べるものとする。 

2 教育委員会は、前項の意見を受け、出席停止を命じようとする場合は、正 

当な理由なく意見の聴取に応じないときを除き、あらかじめ当該児童生徒の 

保護者に出席停止の趣旨を説明し、その意見を聴取したうえで、出席停止命 

令書(第 8号様式の2)により、当該児童生徒の出席停止を命ずるものとする。 

3 校長は、出席停止を命ぜられた児童生徒について、その解除を適当と認め 

るときは、教育委員会に対し意見を述べるものとする。 

4 教育委員会は、前項の意見を受け、出席停止の命令を解除する場合は、出 

席停止命令解除通知書(第 8号様式の3)により、当該児童生徒の保護者に通知 

するものとする。 

 

(感染症による出席停止) 

第 9条の2 校長は、学校保健安全法第19条の規定により、児童生徒の出席停止 

を指示したときは、速やかに出席停止措置報告書 (第 9号様式)により教育委 

員会に報告しなければならない。 

 

(承認又は届出を要する教材) 

第 11条  校長は、教科書の発行されていない教科の主たる教材として使用する 

教科用図書(以下「準教科書」という。)については、使用開始日の20日前ま 

でに準教科書使用承認願書(第10号様式)により教育委員会の承認を受けなけ 

ればならない。 

2 校長は、学年若しくは学級全員又は特定の集団全員の教材として、次に掲 

げるものをおおむね 1学期以上にわたって継続使用するときは、使用開始日 

の 7日前までに教材使用届出書(第 11号様式)により教育委員会に届け出なけ 

ればならない。 
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(1) 教科書又は準教科書と併せて使用する副読本、解説書その他の参考書 

(2) 学習していく過程で使用する各種の学習帳、練習帳の類 

 

(教頭) 

第 13条  教頭は、校長の命を受け、所属職員(教頭を除く。)を監督する。 

2 法第37条第8項 (法第49条で準用する場合を含む。)の規定により教頭が校長 

の職務を代理し、又は行う場合は、次のとおりとする。 

(1) 職務を代理する場合 校長が海外出張、休職又は30日以上連続する休暇 

を要する病気等で職務を執行することができないとき。 

(2) 職務を行う場合 校長が死亡、退職、免職又は失職により欠けたとき。 

3 前項の規定に基づき教頭が校長の職務を代理し、又は行う場合及び当該職 

務を終了したときは、校長又は教頭は、速やかに職務代理報告書 (開始 )(第 

12号様式)又は職務代理報告書(終了 )(第 13号様式)により教育委員会に報告 

しなければならない。 

 

(様式) 

第 25条  施行規則第24条に規定する指導要録は、小学校児童については第14号 

様式とし、中学校生徒については第15号様式とする。ただし、特別支援学級 

の児童生徒については、第14号様式又は第15号様式に代えてそれぞれ第14号 

様式の2又は第15号様式の2により指導要録を作成することができるものとす 

る。 

2 施行規則第 25条に規定する出席簿は、小学校児童については第16号様式と 

し、中学校生徒については第17号様式甲、乙とする。 

3 施行規則第58条 (施行規則第79条において準用する場合を含む。 )に規定す 

る卒業証書は第18号様式とする。 

 

(学校施設等の滅失等) 

第 28条  校長は、学校施設等の全部又は一部を滅失又はき損したときは、児童 

生徒に危害が及ばないように処置するとともに、速やかに学校施設滅失(き 

損 )報告書(第 19号様式)又は学校設備滅失 (き損 )報告書(第 20号様式)により 

教育委員会に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

(事故等の報告) 

第 32条  校長は、児童生徒又は職員に関し事故が発生したときは、教育委員会 
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が別に定める基準により、直ちにその事情を教育委員会に連絡するととも  

に、事故報告書(児童生徒用)(第 21号様式)、交通事故報告書(職員用)(第 22 

号様式 )又は体罰に関する事故報告書 (第 23号様式 )により教育委員会に報告 

しなければならない。 

2 校長は、台風、水害その他の自然災害により児童生徒、職員又は学校施設 

等に被害が生じたときは、速やかに被害状況報告書(第24号様式)により教育 

委員会に報告しなければならない。 
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(休業日) 

第 3条  施行規則第104条で準用する施行規則第61条第1号及び第2号に規定する 

日以外に同条第 3号の規定により教育委員会が定める高等学校の休業日は、 

次のとおりとする。 

(1) 市制施行記念日 

(2) 学年始休業日 4月 1日から4月6日まで 

(3) 夏季休業日 7月 21日から8月 27日まで 

(4) 冬季休業日 12月 26日から翌年1月6日まで 

(5) 学年末休業日 3月 26日から3月 31日まで 

(6) その他校長が必要と認めた日。ただし、実施日の20日前までに休業日申 

請書(第 1号様式)を提出し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

2 校長は、前項第 2号から第5号までに規定する休業日については、前年度の 

末日までに教育委員会に届け出て、それぞれの時期を変更し、又は日数を減 

ずることができる。 

3 前 2項の規定にかかわらず、教育上特に必要があると認めるときは、教育長 

は、第1項第 2号から第 5号までに規定する休業日の期間を変更することがで 

きる。 

 

(振替授業) 

第 4条  校長は、体育祭、文化祭その他の年間行事計画に基づく恒常的行事の 

実施のため、休業日に授業を行い、又は授業日に休業することができる。 

2 校長は、前項の恒常的行事以外に休業日に授業を行い、又は授業日に休業 

しようとするときは、実施日の7日前までに振替授業届出書(第2号様式)によ 

り教育委員会に届け出なければならない。 

 

(休業日の授業) 

第 4条の2 校長は、校内における体験的な実習、単位取得に伴う特定期間に行 

う選択制の授業等、教育の実施上特に必要があると認める場合は、実施日の 

20日前までに休業日授業届出書 (第 2号様式の 2)により教育委員会へ届け出 

て、休業日に授業を行うことができる。 

 

(臨時休業) 

第 5条  校長は、施行規則第104条で準用する施行規則第63条に規定する臨時休 

業を行ったときは、直ちに臨時休業報告書 (第 3号様式)により教育委員会に 

横須賀市立横須賀総合高等学校の管理運営に関する規則  
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報告しなければならない。 

2 校長は、学校保健安全法施行規則 (昭和 33年文部省令第18号 )第 18条に規定 

する感染症(以下この条において「感染症」という。)による生徒の欠席者数 

及びり患状況を勘案して学校保健安全法(昭和33年法律第56号 )第 20条に規定 

する臨時休業を行うことができる。 

3 校長は、前項の臨時休業を行うときは、事前に教育委員会に連絡するとと 

もに、第1項の報告をしなければならない。 

4 教育委員会は、地域における第2項の感染症のまん延状況により必要と認め 

たときは、第 2項の規定にかかわらず、学校保健安全法第20条に規定する臨 

時休業を行うことができる。 

 

(教育課程の編成) 

第 7条  校長は、新年度において実施する高等学校の教育課程を、施行規則第 

84条に規定する基準により編成し、学年開始後、 4月末までに教育課程編成 

報告書(第5号様式)により教育委員会に報告しなければならない。 

 

(校外行事等) 

第 8条  校長は、遠足、修学旅行、キャンプその他の校外行事及び校内行事に 

ついては、教育委員会が別に定める基準により計画するものとする。 

2 校外行事及び校内行事の承認又は届出の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 宿泊を伴う校外行事及び校内行事は、実施日の20日前までに校外(内)行 

事実施申請書・届出書 (第 6号様式 )を提出し、教育委員会の承認を受ける 

こと。 

(2) 宿泊を伴わない校外行事は、実施日の7日前までに第6号様式により教育 

委員会に届け出ること。 

(3) 生徒の保護者から経費を徴収しない校外行事及び宿泊を伴わない校内行 

事は、承認又は届出の必要はない。 

3 校長は、教育委員会が別に定める基準により難い校外行事及び校内行事の 

ときは、実施について事前に教育委員会と協議を行わなければならない。 

4 校長は、修学旅行又はキャンプの目的地を新規に計画するときは、修学旅 

行については実施日の6箇月前、キャンプについては実施日の2箇月前で、目 

的地を決定する以前に新規計画書を教育委員会に提出しなければならない。 

5 対外運動競技を行う地域の範囲は、原則として県内とし、この場合は承認 

又は届出の必要はない。 
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6 前項の規定により難い県外又は宿泊を伴う対外運動競技は、実施日の7日前 

までに第6号様式により教育委員会の承認を受けなければならない。 

 

(出席停止) 

第 10条  校長は、学校保健安全法第19条の規定により、生徒の出席停止を指示 

したときは、速やかに出席停止措置報告書 (第 7号様式)により教育委員会に 

報告しなければならない。 

 

(届出を要する教材) 

第 13条  校長は、教科書の発行されていない教科の主たる教材として使用する 

教科用図書(以下「準教科書」という。 )については、使用開始日の 7日前ま 

でに準教科書使用届出書 (第 8号様式 )により教育委員会に届け出なければな 

らない。 

2 校長は、年次又は学級全員若しくは特定の集団全員の教材として、次に掲 

げるものをおおむね 1学期以上にわたって継続使用するときは、使用開始日 

の7日前までに教材使用届出書(第9号様式)により教育委員会に届け出なけれ 

ばならない。 

(1) 教科書又は準教科書と併せて使用する副読本、解説書その他の参考書 

(2) 学習していく過程で使用する各種の学習帳、練習帳の類 

 

(教頭) 

第 15条  教頭は、校長の命を受け、所属職員(教頭を除く。)を監督する。 

2 法第62条において準用する法第37条第8項の規定により、教頭が校長の職務 

を代理し、又は行う場合は、次のとおりとする。この場合において、校長の 

職務を代理する教頭の順序は、次条に規定する副校長、校長があらかじめ指 

定した教頭の順序とする。 

(1) 職務を代理する場合 校長が海外出張、休職又は30日以上連続する休暇 

を要する病気等で職務を執行することができないとき 

(2) 職務を行う場合 校長が死亡、退職、免職又は失職により欠けたとき 

3 前項の規定に基づき教頭が校長の職務を代理し、又は行う場合及び当該職 

務を終了したときは、校長又は教頭は、速やかに職務代理報告書 (開始 )(第 

10号様式)又は職務代理報告書(終了 )(第 11号様式)により教育委員会に報告 

しなければならない。 
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(学校施設等の滅失等) 

第 29条  校長は、学校施設等の全部又は一部を滅失又はき損したときは、生徒 

に危害が及ばないように処置するとともに、速やかに学校施設滅失(き損)報 

告書(第 19号様式)又は学校設備滅失(き損)報告書(第20号様式)により教育委 

員会に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

(事故等の報告) 

第 36条  校長は、生徒又は職員に関し事故が発生したときは、教育委員会が別 

に定める基準により、直ちにその事情を教育委員会に連絡するとともに、事 

故報告書(生徒用)(第 21号様式)、交通事故報告書(職員用)(第 22号様式)又は 

体罰に関する事故報告書(第23号様式)により教育委員会に報告しなければな 

らない。 

2 校長は、台風、水害等の自然災害により生徒、職員又は学校施設等に被害 

が生じたときは、速やかに被害状況報告書(第24号様式)により教育委員会に 

報告しなければならない。 
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(休業日) 

第 3条  施行規則第39条において準用する施行規則第61条第3号の規定により教 

育委員会が定める休業日は、次のとおりとする。 

(1) 市制施行記念日 

(2) 学年始休業日 4月 1日から4月7日まで 

(3) 夏季休業日 7月 20日から9月 2日まで 

(4) 冬季休業日 12月 24日から翌年1月8日まで 

(5) 学年末休業日 3月 24日から3月 31日まで 

(6) その他園長が必要と認めた日。ただし、実施日の20日前までに休業日申 

請書(第 1号様式)を提出し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、教育上必要があるときは、園長は前年度に保育 

日変更申請書(第1号様式の2)を提出し、教育委員会の承認を受けて、全部又 

は一部の学齢について同項第2号から第5号までに規定する休業日の一部を保 

育日とすることができる。 

 

(振替保育) 

第 4条  園長は、運動会その他の年間行事計画に基づく恒常的行事の実施のた 

め、休業日に保育を行い、又は保育日に休業することができる。 

2 園長は、前項の恒常的行事以外に休業日に保育を行い、又は保育日に休業 

しようとするときは、実施日の7日前までに振替保育届出書(第2号様式)によ 

り教育委員会に届け出なければならない。 

 

(臨時休業) 

第 5条  園長は、施行規則第 39条で準用する施行規則第63条に規定する臨時休 

業を行ったときは、直ちに臨時休業報告書 (第 3号様式)により教育委員会に 

報告しなければならない。 

2 園長は、学校保健安全法施行規則 (昭和 33年文部省令第18号 )第 18条に規定 

する感染症(以下この条において「感染症」という。)による園児の欠席者数 

及びり患状況を勘案して学校保健安全法(昭和33年法律第56号 )第 20条に規定 

する臨時休業を行うことができる。 

3 園長は、前項の臨時休業を行うときは、事前に教育委員会に連絡するとと 

もに、第1項の報告をしなければならない。 

4 教育委員会は、地域における感染症のまん延状況により必要と認めたとき 

は、第2項の規定にかかわらず、学校保健安全法第 20条に規定する臨時休業 

横須賀市立幼稚園の管理運営に関する規則  
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を行うことができる。 

 

(教育課程の編成) 

第 7条  園長は、新年度において実施する幼稚園の教育課程を、施行規則第38 

条に規定する基準により編成しなければならない。 

2 園長は、前項の教育課程を編成しようとするに当たり、前年度末までに横 

須賀市立幼稚園教育課程編成承認申請書(第 5号様式)を提出し、教育委員会 

の承認を受けなければならない。 

 

(園外行事等) 

第 8条  園長は、遠足その他の園外行事及び園内行事については、教育委員会 

が別に定める基準により計画するものとする。 

2 園外行事及び園内行事の届出の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 園児の保護者から経費を徴収し、又は宿泊を伴わない園外行事は、実施 

日の 7日前までに園外行事実施承認申請書 (第 6号様式 )を提出し、教育委 

員会に承認を受けること。 

(2) 園児の保護者から経費を徴収しない園外行事及び宿泊を伴わない園内行 

事は、届出の必要はない。 

 

(出席停止) 

第 9条  園長は、学校保健安全法第19条の規定により、園児の出席停止を示し 

たときは、速やかに出席停止措置報告書(第 7号様式)により教育委員会に報 

告しなければならない。 

 

(届出を要する教材) 

第 11条  園長は、学年全員又は特定の集団全員の教材として、教育していく過 

程で使用する各種保育用図書の類をおおむね 1学期以上にわたって継続使用 

し よ う と す ると き は、 あ ら か じ め教 材 使用 承 認 申 請 書 (第 8号様 式 )を 提 出 

し、教育委員会の承認を受けなければならない。 

 

(職務代理) 

第 13条  次に掲げる場合には、教育委員会が指名する者が園長の職務を代理 

し、又は行うものとする。 

(1) 職務を代理する場合 園長が海外出張、休職又は30日以上連続する休暇 
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を要する病気等で職務を執行することができないとき。 

(2) 職務を行う場合 園長が死亡、退職、免職又は失職により欠けたとき。 

2 教育委員会が指名する者は、前項の規定により園長の職務を代理し、又は 

行 う 場 合 及 び 当 該 職 務 を 終 了 し た と き は 、 速 や か に 職 務 代 理 報 告 書 (開 

始 )(第 9号様式)又は職務代理報告書(終了)(第 10号様式)により教育委員会に 

報告しなければならない。 

 

(幼稚園施設等の滅失等) 

第 24条  園長は、幼稚園施設等の全部又は一部を滅失又はき損したときは、園 

児に危害が及ばないように処置するとともに、速やかに幼稚園施設滅失(き 

損 )報告書(第 14号様式)又は幼稚園設備滅失(き損 )報告書(第 15号様式)によ 

り教育委員会に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

(事故等の報告) 

第 30条  園長は、園児又は職員に関し事故が発生したときは、教育委員会が別 

に定める基準により、直ちにその事情を教育委員会に連絡するとともに、事 

故報告書(園児用)(第 16号様式)、交通事故報告書(職員用)(第 17号様式)又は 

体罰に関する事故報告書(第18号様式)により教育委員会に報告しなければな 

らない。 

2 園長は、台風、水害その他の自然災害により園児、職員又は幼稚園施設等 

に被害が生じたときは、速やかに被害状況報告書(第19号様式)により教育委 

員会に報告しなければならない。 
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(振替授業) 

第 4条  校長は、年間行事計画に基づく恒常的行事の実施のため、休業日に授 

業を行い、又は休業日以外の日に授業を行わないことができる。 

2 校長は、前項の恒常的行事以外に休業日に授業を行い、又は授業日に休業 

しようとするときは、振替授業届出書 (第 1号様式 )により教育委員会に届け 

出なければならない。 

 

(臨時休業) 

第 5条  校長は、台風、水害等の自然災害により臨時休業を行ったときは、直 

ちに臨時休業報告書(第 2号様式)により教育委員会に報告しなければならな 

い。 

2 校長は、学校保健安全法施行規則 (昭和 33年文部省令第18号 )第 18条に規定 

する感染症(以下この条において「感染症」という。)による学生の欠席者数 

及びり患状況を勘案して学校保健安全法(昭和33年法律第56号 )第 20条に規定 

する臨時休業を行うことができる。 

3 校長は、前項の臨時休業を行うときは、事前に教育委員会に連絡するとと 

もに、第1項の報告をしなければならない。 

4 教育委員会は、感染症のまん延状況により必要と認めたときは、第2項の規 

定にかかわらず、学校保健安全法第 20条に規定する臨時休業を行うことが 

できる。 

 

(懲戒) 

第 7条  校長は、学校教育法施行規則 (昭和 22年文部省令第11号 )第 26条に規定 

する懲戒処分を学生に行う場合は、当該学生の保護者又は当該学生に懲戒の 

趣旨を説明するとともに、当該学生の保護者又は当該学生の意見を聴かなけ 

ればならない。 

2 校長は、前項に規定する懲戒処分を行ったときは、懲戒処分報告書(第 3号 

様式)により教育委員会に報告するものとする。 

 

(出席停止) 

第 8条  校長は、学校保健安全法第32条第3項の規定により準用される同法第19 

条の規定により、学生の出席停止を指示したときは、速やかに出席停止措置 

報告書(第4号様式)により教育委員会に報告しなければならない。 

 

横須賀市立看護専門学校の管理運営に関する規則  
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(学校施設等の滅失等) 

第 13条  校長は、学校施設等の全部又は一部を滅失し、又はき損したときは、 

学生に危害が及ばないように処置するとともに、速やかに学校施設滅失(き 

損 )報告書(第 5号様式 )又は学校設備滅失(き損 )報告書 (第 6号様式)により教 

育委員会に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

(事故等の報告) 

第 17条  校長は、学生又は職員に関し事故が発生したときは、教育委員会が別 

に定める基準により、直ちにその事情を教育委員会に連絡するとともに、速 

やかに事故報告書 (学生用)(第 7号様式)又は交通事故報告書 (職員用)(第 8号  

様式)により教育委員会に報告しなければならない。 

2 校長は、台風、水害等の自然災害により学生、職員又は学校施設等に被害 

が生じたときは、速やかに被害状況報告書 (第 9号様式)により教育委員会に 

報告しなければならない。 
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